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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第109期

第３四半期
連結累計期間

第110期
第３四半期
連結累計期間

第109期

会計期間
自 2020年12月１日
至 2021年８月31日

自 2021年12月１日
至 2022年８月31日

自 2020年12月１日
至 2021年11月30日

売上高 (百万円) 92,541 103,502 126,156

経常利益 (百万円) 11,406 16,264 16,141

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 7,811 11,349 10,989

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 12,076 25,110 16,830

純資産額 (百万円) 149,985 171,357 154,800

総資産額 (百万円) 202,466 220,605 209,757

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 80.07 117.48 112.63

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 79.24 － 111.46

自己資本比率 (％) 68.7 72.3 68.6

回次
第109期

第３四半期
連結会計期間

第110期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年６月１日
至 2021年８月31日

自 2022年６月１日
至 2022年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 31.34 40.23

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 当社は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」を導入しており、「オーエスジー社員

持株会専用信託」が保有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として計上してお

ります。そのため、１株当たり四半期(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益

金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３ 第110期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

４ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ

りません。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響は、「２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析 (1) 経営成績の状況」に記載のとおりです。新型コロナウイルス感染症の収束時期によっては、その影響

が長期化する可能性があり、引き続き注視してまいります。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における経済環境は、引き続きグローバル・サプライチェーンの混乱やインフレ懸念、

ロシアによるウクライナへの侵攻など、大きなマイナス材料に直面しながらも比較的堅調に推移しました。一方で

為替市場においては、主要国と日本の金融政策の違い等により、急激な円安局面へと突入しました。

当社グループにおいては、地域によって強弱はあるものの業績は前期から引き続き回復基調にあります。とりわ

け自動車関連産業において回復が思うように進まずに足踏み状態となっている中、当社主力製品であるタップの売

上が一般部品産業向けに堅調に推移しました。また、航空機関連産業においても底を脱し、徐々に新規案件等も増

えて回復基調になっております。

以上の結果、売上高は103,502百万円（前年同期比11.8％増）、営業利益は15,034百万円（前年同期比32.9％

増）、経常利益は16,264百万円（前年同期比42.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は11,349百万円（前

年同期比45.3％増）となりました。また、海外売上高比率は前年同期と比較して増加し、65.2％（前年同期は62.4

％）となっております。

　

セグメントの業績は次のとおりです。

　

①日本

売上高は53,127百万円（前年同期比7.4％増）、営業利益は6,457百万円（前年同期比38.7％増）となりました。

国内では７月より感染拡大の第７波が到来し、オミクロン株の感染者数が急激に増加しましたが、行動制限が設

けられなかった等の要因もあり経済活動に与える影響は限定的となりました。一方でグローバル・サプライチェー

ンの混乱は終息しておらず、自動車関連産業においては半導体等部品不足の影響が継続しております。また、航空

機関連産業においては景気は底を打ち、緩やかな回復基調になっております。

上記のように、足元は依然不透明感のある状況となっておりますが、新型コロナウイルス感染症の影響から回復

途上であった前年同期と比較すると売上高、営業利益ともに増加しました。

②米州

売上高は20,589百万円（前年同期比24.3％増）、営業利益は2,973百万円（前年同期比25.6％増）となりました。

主要市場の北米では、引き続き高まるインフレ懸念による個人消費の抑制や政策金利の引き上げ、またグローバ

ル・サプライチェーンの混乱による供給不足からの生産下押しなどのマイナス材料はありましたが、景気は底堅く

推移しました。自動車関連産業は引き続き半導体等の部品不足により足踏み状態にありますが、機械設備等は好調

を維持しており、航空機関連産業も緩やかな回復基調にあります。南米ブラジルにおいても、航空機関連産業は回

復基調に変化してきた兆しがあります。加えて自動車の生産台数も増加傾向にあり、北米向けの輸出も引き続き堅

調に推移しました。以上の結果に加えて為替換算の影響もあり、売上高、営業利益ともに前年同期と比較して増加

しました。
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③欧州・アフリカ

売上高は21,122百万円（前年同期比16.0％増）、営業利益は2,018百万円（前年同期比42.2％増）となりました。

欧州・アフリカではロシアによるウクライナ侵攻が続いており、エネルギーコストの上昇等を通じて景気に影響

を与えました。自動車関連産業は回復途上にありますが、上述のロシアによるウクライナ侵攻が拍車をかけた部品

不足の影響や原材料、輸送費用等の高騰がブレーキを掛けております。一方で一般部品産業は堅調に推移し、航空

機関連産業も回復基調にあり、新規案件等も増加傾向にあります。以上の結果、売上高、営業利益ともに前年同期

と比較して増加しました。

④アジア

売上高は28,607百万円（前年同期比15.0％増）、営業利益は4,746百万円（前年同期比34.4％増）となりました。

中国ではゼロコロナ政策によるロックダウンが上海市を中心に５月まで行われ、その後ロックダウンは解除され

ましたが、現在も経済活動にその影響が残っています。台湾においても一部の業種において中国でのロックダウン

の影響を受けておりますが、景況は比較的堅調に推移しました。韓国においてはやはり半導体等部品不足の影響が

自動車関連産業の回復にブレーキを掛けております。その他のアジア諸国においても、半導体等部品不足や人件費

の高騰等が自動車関連産業の回復に影響を与えましたが、一方で航空機関連産業では少しずつ回復が見られており

ます。以上の結果に加えて為替換算の影響もあり、売上高、営業利益ともに前年同期と比較して増加しました。

(2) 財政状態の分析

（資産）

総資産は、前期末と比較して10,848百万円増加し、220,605百万円となりました。これは主に、現金及び預金が

4,939百万円減少した一方で、商品及び製品が3,946百万円、受取手形及び売掛金が2,309百万円、原材料及び貯蔵品

が2,061百万円、仕掛品が1,898百万円増加したことによるものであります。

（負債）

負債は、前期末と比較して5,709百万円減少し、49,247百万円となりました。これは主に、１年内償還予定の転換

社債型新株予約権付社債が1,670百万円、短期借入金が1,269百万円、長期借入金が1,053百万円減少したことによる

ものであります。

（純資産）

純資産は、前期末と比較して16,557百万円増加し、171,357百万円となりました。これは主に、自己株式の取得に

より5,415百万円減少した一方で、為替換算調整勘定が12,376百万円、利益剰余金が6,948百万円増加したことによ

るものであります。

この結果、自己資本比率は72.3％（前期末は68.6％）となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,012百万円です。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年10月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 99,182,517 99,182,517

東京証券取引所
（プライム市場）
名古屋証券取引所
（プレミア市場）

単元株式数
100株

計 99,182,517 99,182,517 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2022年６月１日～
2022年８月31日

― 99,182,517 ― 13,044 ― 14,692

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年５月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2022年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

2,582,900

完全議決権株式(その他)
普通株式

964,984 ―
96,498,400

単元未満株式
普通株式

― ―
101,217

発行済株式総数 99,182,517 ― ―

総株主の議決権 ― 964,984 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株(議決権の数11個)及

び「オーエスジー社員持株会専用信託」が保有する当社株式371,600株(議決権の数3,716個)が含まれておりま

す。

② 【自己株式等】

2022年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
オーエスジー（株）

愛知県豊川市本野ケ原
三丁目22番地

2,582,900 ― 2,582,900 2.60

計 ― 2,582,900 ― 2,582,900 2.60

（注）１ 「オーエスジー社員持株会専用信託」が保有する当社株式371,600株は、上記の自己株式に含めておりませ

ん。

２ 2022年１月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、当第３四半期会計期間において自己株式657,800

株を取得いたしました。この結果、当第３四半期会計期間末における自己株式数は、単元未満株式の買取に

より取得した株式数を含めて3,240,878株となっております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2022年６月１日から2022年

８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年12月１日から2022年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 46,795 41,855

受取手形及び売掛金 23,531 25,841

有価証券 101 0

商品及び製品 28,553 32,500

仕掛品 6,566 8,465

原材料及び貯蔵品 7,718 9,779

その他 2,669 3,480

貸倒引当金 △179 △201

流動資産合計 115,757 121,722

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 24,191 24,293

機械装置及び運搬具（純額） 32,600 33,525

土地 15,950 15,948

その他（純額） 5,513 6,731

有形固定資産合計 78,255 80,498

無形固定資産

のれん 4,638 4,533

その他 1,276 1,365

無形固定資産合計 5,915 5,898

投資その他の資産

投資有価証券 4,292 4,491

その他 5,983 8,449

貸倒引当金 △445 △455

投資その他の資産合計 9,829 12,485

固定資産合計 94,000 98,883

資産合計 209,757 220,605
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,244 5,673

短期借入金 2,329 1,059

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 1,670 -

1年内返済予定の長期借入金 1,615 1,121

未払法人税等 3,156 2,349

賞与引当金 472 1,850

役員賞与引当金 282 283

その他 11,059 8,404

流動負債合計 25,830 20,742

固定負債

社債 5,000 5,000

長期借入金 20,136 19,083

退職給付に係る負債 788 1,047

債務保証損失引当金 38 80

その他 3,163 3,294

固定負債合計 29,126 28,505

負債合計 54,957 49,247

純資産の部

株主資本

資本金 12,239 13,044

資本剰余金 12,968 13,785

利益剰余金 120,192 127,141

自己株式 △1,041 △6,457

株主資本合計 144,359 147,514

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 778 915

繰延ヘッジ損益 3 0

為替換算調整勘定 △1,329 11,047

その他の包括利益累計額合計 △547 11,963

非支配株主持分 10,988 11,880

純資産合計 154,800 171,357

負債純資産合計 209,757 220,605
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年12月１日
　至 2021年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年８月31日)

売上高 92,541 103,502

売上原価 56,862 61,415

売上総利益 35,678 42,086

販売費及び一般管理費 24,366 27,051

営業利益 11,311 15,034

営業外収益

受取利息 106 243

受取配当金 48 74

為替差益 93 523

その他 779 911

営業外収益合計 1,027 1,753

営業外費用

支払利息 199 195

売上割引 522 -

その他 210 328

営業外費用合計 932 524

経常利益 11,406 16,264

特別利益

固定資産売却益 191 -

特別利益合計 191 -

税金等調整前四半期純利益 11,597 16,264

法人税、住民税及び事業税 4,310 5,462

法人税等調整額 △816 △1,020

法人税等合計 3,493 4,442

四半期純利益 8,103 11,821

非支配株主に帰属する四半期純利益 292 472

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,811 11,349

　



― 11 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年12月１日
　至 2021年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
　至 2022年８月31日)

四半期純利益 8,103 11,821

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △57 134

繰延ヘッジ損益 △0 △3

為替換算調整勘定 4,034 13,178

持分法適用会社に対する持分相当額 △4 △21

その他の包括利益合計 3,972 13,289

四半期包括利益 12,076 25,110

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 11,712 23,859

非支配株主に係る四半期包括利益 364 1,251
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間において、㈱日清機工は保有株式の全てを売却したことにより、連結の範囲から除外し

ております。

(会計方針の変更)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内

販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。

これにより、従来は販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料の一部及び営業外費用に計上していた売上

割引については、売上高より控除しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は824百万円減少し、販売費及び一般管理費は252百万円減少し、

営業利益は571百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

一部の連結子会社は、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した、新型コロナウイルス感染症の影響の収束時期等を含む仮定及び会

計上の見積りについて、重要な変更はありません。

（従業員等に信託を通じて当社の株式を交付する取引）

当社は、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として、従業員持

株会に信託を通じて当社の株式を交付する取引を行っております。

１ 取引の概要

当社は、「オーエスジー社員持株会」（以下、「持株会」という。）に加入するすべての従業員を受益者とす

る「オーエスジー社員持株会専用信託」（以下、「従持信託」という。）を設定いたしました。従持信託は、５

年間にわたり持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を取得し、持株会に売却を行うものであります。信託

終了時に、株価の上昇により譲渡利益等が生じた場合には、受益者適格要件を満たす者に分配されます。株価の

下落により譲渡損失等が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証事項に基づき、当社

が銀行に対して一括して弁済することになっております。

２ 信託に残存する当社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度984百万円、493,700株、当第

３四半期連結会計期間547百万円、274,500株であります。

３ 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度1,011百万円、当第３四半期連結会計期間614百万円
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(四半期連結貸借対照表関係)

　 １ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

受取手形裏書譲渡高 12百万円 15百万円

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入等に対し、債務保証等を行っております。

前連結会計年度
(2021年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年８月31日)

PRIMUS COATING TURKEY KAPLAMA
SANAYI VE TICARET ANONIM SIRKETI

145百万円 111百万円

TITANIUM COATING SERVICES AZ,
LLC

102百万円 108百万円

T COATING SERVICES, LLC 52百万円 45百万円

PRIMCOAT PVD TECHNOLOGY INDIA
PVT, LTD.

156百万円 ―百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年12月１日
至 2021年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
至 2022年８月31日)

減価償却費 7,928百万円 7,751百万円

のれんの償却額 594百万円 648百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年12月１日 至 2021年８月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年２月20日
定時株主総会

普通株式 1,079 11 2020年11月30日 2021年２月22日 利益剰余金

2021年７月９日
取締役会

普通株式 1,374 14 2021年５月31日 2021年７月27日 利益剰余金

(注)１ 2021年２月20日定時株主総会の決議による配当金の総額には、オーエスジー社員持株会専用信託が保有す

る当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。

２ 2021年７月９日取締役会の決議による配当金の総額には、オーエスジー社員持株会専用信託が保有する当

社株式に対する配当金８百万円が含まれております。

２ 株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年８月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年２月18日
定時株主総会

普通株式 2,160 22 2021年11月30日 2022年２月21日 利益剰余金

2022年７月７日
取締役会

普通株式 2,221 23 2022年５月31日 2022年７月26日 利益剰余金

(注)１ 2022年２月18日定時株主総会の決議による配当金の総額には、オーエスジー社員持株会専用信託が保有す

る当社株式に対する配当金10百万円が含まれております。

２ 2022年７月７日取締役会の決議による配当金の総額には、オーエスジー社員持株会専用信託が保有する当

社株式に対する配当金８百万円が含まれております。

２ 株主資本の著しい変動

当社は、2022年１月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその方法について決議し、当該決議に基づき自己株式を取

得いたしました。これを主な要因として、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が5,415百万円増加して

おります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年12月１日 至 2021年８月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 米州

欧州・
アフリカ

アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 35,332 16,088 18,103 23,016 92,541 － 92,541

セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,111 473 102 1,855 16,542 △16,542 －

計 49,444 16,561 18,205 24,871 109,083 △16,542 92,541

セグメント利益 4,656 2,367 1,419 3,531 11,975 △663 11,311

（注）１ 調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年12月１日 至 2022年８月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 米州

欧州・
アフリカ

アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 36,640 19,832 20,944 26,084 103,502 － 103,502

セグメント間の内部
売上高又は振替高

16,486 757 178 2,522 19,944 △19,944 －

計 53,127 20,589 21,122 28,607 123,446 △19,944 103,502

セグメント利益 6,457 2,973 2,018 4,746 16,196 △1,161 15,034

（注）１ 調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２ 報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業会計

基準第29号 2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利

益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更が報告セグメントの売上高及びセグメント利益へ与える影響は軽微であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自 2021年12月１日 至 2022年８月31日）

(単位：百万円)

日本 米州
欧州・

アフリカ
アジア 合計

品目名

切削工具

ねじ切り工具 7,251 8,330 6,510 14,466 36,558

ミーリングカッター 7,963 3,791 4,531 2,877 19,164

その他切削工具 12,414 5,403 7,097 4,771 29,687

転造工具 2,883 1,768 286 2,819 7,756

測定工具 1,014 142 3 301 1,462

その他
機械 1,898 214 437 134 2,685

その他 3,214 182 2,077 714 6,188

顧客との契約から生じる収益 36,640 19,832 20,944 26,084 103,502

外部顧客への売上高 36,640 19,832 20,944 26,084 103,502
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年12月１日
至 2021年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年12月１日
至 2022年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 80.07円 117.48円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 7,811 11,349

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

7,811 11,349

普通株式の期中平均株式数(株) 97,548,439 96,608,345

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 79.24円 －

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 1,022,532 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

(注) １ オーエスジー社員持株会専用信託が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式

に含めております（前第３四半期連結累計期間608,790株、当第３四半期連結累計期間385,570株）。

２ 当第３四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、2022年４月４

日に2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債を満期償還したことにより、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

２ 【その他】

第110期（2021年12月１日から2022年11月30日まで）中間配当について、2022年７月７日開催の取締役会において、

2022年５月31日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 2,221百万円

② １株当たりの金額 23円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2022年７月26日

(注) 配当金の総額には、オーエスジー社員持株会専用信託が保有する当社株式に対する配当金８百万円が含まれ

ております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年10月13日

オーエスジー株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 野 敦 生

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 後 藤 泰 彦

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオーエスジー株

式会社の2021年12月１日から2022年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年６月１日から2022

年８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年12月１日から2022年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オーエスジー株式会社及び連結子会社の2022年８月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年10月14日

【会社名】 オーエスジー株式会社

【英訳名】 OSG Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大 沢 伸 朗

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません

【本店の所在の場所】 愛知県豊川市本野ケ原三丁目22番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 大沢伸朗は、当社の第110期第３四半期（自 2022年６月１日 至 2022年８月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　



　



　


